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◆　丹後建国１３００年、合併１０年目の節目に「豊かな京丹後の未来づくり」を目指して

【未来発展へ向けた５つの視点】

(1)　産業・雇用の全力確保と未来発展 (4)　安心・安全のための社会基盤づくり

(2)　特色や魅力を活かした未来づくり (5)　健全な行財政基盤づくり

(3)　未来へ向けたひとづくり

◆　国の補正予算を活用した平成２４年度補正予算との連動予算

◆　合併特例措置廃止等への対策

　平成２５年度一般会計当初予算フレーム

　予算のポイント　　　≪京丹後市発足後、最大の予算規模≫※合併直後の16予算を除く

　日本経済の再生を目指した国の補正予算を活用し、公共事業等を平成２４年度一般会計
補正予算（第６号）で前倒し計上    【Ｈ24補正計上　約6億円】

　普通交付税等の合併特例措置の逓減等に備え『合併特例措置逓減対策準備基金』へ５億
円を積み立て〔継続〕（平成２５年度末残高見込み　２０億円）

　  平成２５年度一般会計当初予算　３１４億円（対前年度７．７億円、２.５％増）
 　　※平成24年度一般会計補正予算（第1号・肉付け後）比較　　△２．２億円、△０．７％

《基金》　　２４年度末現在高見込 ６１.１億円　➭　２５年度末現在高見込 ６２.０億円

対前年度比較　０.９億円、１.５％増加⇗

◗将来に備えた合併特例措置逓減対策準備基金を除いた２５年度末現在高見込

◗京丹後市発足時（２７.６億円）と比較した基金現在高　　約３４.４億円増加⇗

《市債》　２４年度末現在高見込 ４１８.５億円 ➭ ２５年度末現在高見込 ４１９.２億円

対前年度比較　０.７億円、０.２％増加⇗

◗京丹後市発足時（４６７.９億円）と比較した市債現在高　　約４８.７億円減少⇘

対前年度比較　△４.０億円、８.８％減少⇘
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〈骨

〈骨

　～“北近畿新時代”における豊かな繁栄と市民総幸福の限りない増進・発展への挑戦～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－丹後建国１３００年の節目に－

※16年度は、合併による旧町打切分を含む
※20年度・24年度は、市長選挙のため骨格型予算
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　　当初予算の規模

３１４億円（H24　３０６億３,０００万円） ７億７,０００万円の増

対前年度　２.５％増 〔地財対策　０.１％増〕

【参考】Ｈ24　肉付け後補正（316億1,978万円）比較　　△2億1,978万円、△0.7％　　

１９７億２,７８０万円（H24　１９３億４,３７０万円） ※対前年度     ２.０％増 １３会計

  ８４億７,６４３万円（H24　  ８６億９,０５９万円） ※対前年度     △２.５％ 　２会計

５９６億　 ４２３万円（H24　５８６億６,４２９万円） ※対前年度     １.６％増

　　主な歳入のポイント（一般会計）

(1) ４８億８,５７４万円（H24　４８億７,０７４万円）　１,５００万円増

対前年度　０.３％増 〔地財対策（市町村分）　１.６％増〕

・個人市民税 １８億１,９１９万円 （H24  １７億４,７５０万円) ７,１６９万円

・法人市民税  １億８,１８７万円 （H24    ２億８,７０７万円) △１億５２０万円

・固定資産税  ２３億２,８３３万円 （H24  ２３億２,１０１万円) ７３２万円

・市たばこ税 ３億６,０００万円 （H24    ３億２,０００万円) ４,０００万円

(2) １３８億５,０００万円（H24　１３９億５,０００万円）　△１億円

対前年度　△０.７％ 〔地財対策　△２.２％〕

・普通交付税 １２８億５,０００万円 （H24    １２９億５,０００万円) △１億円

※臨時財政対策債を含めた場合（実質的な地方交付税の総額）

１５１億７,０００万円（H24　１５２億６,０００万円) 　△９,０００万円

対前年度　△０.６％ 〔地財対策　△１.３％〕

(3) ４４億６,１５０万円（H24　３７億３,７９０万円）　７億２,３６０万円増

対前年度　１９.４％増 〔地財対策　△１.９％〕

※うち　臨時財政対策債　１３億２,０００万円（H24　１３億１,０００万円）　１,０００万円増

対前年度　０.８％増 〔地財対策（市町村分) 　１.３％増〕

⇒　地方債依存度　１４.２％（H24　１２.２％） 　〔地財対策　１３.６％〕

⇒　プライマリーバランス　４億５,９０９万円黒字　（歳入額－市債発行額）－（歳出額－公債費）

⇒　年度末市債現在高見込額　４１９億２,２２５万円（H24　４１８億５,４６６万円）　０.２％増

　　 住民１人当たりの市債額（一般会計）　69.9万円（H24　69.8万円）

※平成25年1月末現在の住基人口（59,955人）で比較

※全会計の市債年度末現在高　８２７億４,７１６万円（H24　８２６億４５１万円）　０.２％増

　　 住民１人当たりの市債額（全会計）　138.0万円（H24  137.8万円）

一 般 会 計

企 業 会 計

　当初予算の規模等

市 税

地 方 交 付 税

特 別 会 計

計

市 債
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　　主な歳出のポイント（一般会計）

(1) ５６億７,８２４万円（H24　５６億８,９３３万円）　△１,１０９万円

対前年度　△０.２％

５１億５,０６２万円（H24　５１億６,３６８万円）　△０.３％　　〔地財対策　△５.９％〕

※職員数（一般会計）　６７６人（H24　６７９人）　△３人、△０.４％　　

◆普通交付税の地方公務員給与削減分への対応は、今後の検討課題

６,４３１万円（H24　６,５５５万円）　△１.９％ ≪効果額 411万円≫

※市長10%、副市長・教育長5%カット（H24　市長10%、副市長・教育長5%カット）

１億８,２６５万円（H24 １億８,７６３万円）　△２.７％

※議員共済会負担率の減　（57.6/100→51.9/100）△434万円

２億８,０６６万円（H24　２億７,２４７万円）　３.０％増

※その他委員数　　3,099人（H24 2,883人）

※企業立地推進専門委員（1人）、ジオパーク推進専門委員（1人）、政策企画委員（1人・観光分野）

(2) ３９億３,８１４万円（H24　２７億６,０７６万円）　１１億７,７３８万円増

対前年度　　４２.６％増 　〔地財対策　△３.１％〕

○普通建設事業費 ３９億３,８１４万円（H24　２７億３,４３９万円）　１２億３７５万円増

対前年度　　４４.０％増

　・火葬場建設事業　４億９,２２４万円（H24　３,１２０万円)　４億６,１０４万円増

○災害復旧費 ０万円（H24　２,６３７万円）　皆減

(3) ８５億４,０１３万円（H24　８６億７,７３４万円）　△１億３,７２２万円

（扶助費を除く） 対前年度　△１.６％　　〔地財対策　１.４％増〕

◆主なもの

○物件費 ５０億４３３万円（H23　４７億７,３８４万円）　２億３,０４９万円増

対前年度　　４.８％増

・小中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行経費　　１億２,０７９万円（Ｈ24　４,８５６万円）　７,２２３万円

・各施設光熱水費（電気代等）　　５億　  ５６９万円（Ｈ24　４億４,６６４万円）　５,９０５万円

・臨時保育士、ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ賃金　　４億９,１６８万円（Ｈ24　４億５,０１２万円）　４,１５６万円

○補助費等 ２３億９,２９８万円（H24　２５億４,５１１万円）　△１億５,２１３万円

対前年度　△６.０％

　・北近畿ﾀﾝｺﾞ鉄道経営対策基金拠出金

０万円（H24　１億１,４０３万円)　△１億１,４０３万円　皆減

※内容変更により普通建設事業へ

　・商工業経営安定利子補給金

７,５００万円（H24　９,０００万円) 　△１,５００万円

　・市立病院繰出金

８億３,０００万円（H24　８億４,３０９万円) 　△１,３０９万円

一 般 行 政 経 費

人 件 費

○市長等

○議員

○職員給与　　　

○その他委員

投 資 的 経 費

 ※主な普通建設事業
・ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業 1億1,156万円 ・道路改良事業（過疎道路含む） 1億  861万円
・地域集会施設整備費補助金 3,855万円 ・社会資本整備総合交付金事業 2億2,629万円
・北近畿ﾀﾝｺﾞ鉄道安全運行維持事業 1億4,643万円 ・内水処理対策事業 1億1,686万円
・峰山統合保育所整備事業（用地造成） 1億　872万円 ・消防救急無線ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化整備事業等 1億7,335万円
・久美浜統合保育所整備事業 3億7,360万円 ・小学校施設耐震化事業 1億7,295万円
・火葬場建設事業 4億9,224万円 ・小学校再配置施設整備事業 2億9,510万円
・里の生活環境基盤整備事業 1億   44万円 ・遺跡整備事業（網野銚子山古墳） 3,491万円
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○投資及び出資金 ２,５００万円（H24　２億４,０００万円）　△２億１,５００万円

　・水道施設改修事業への出資金

○積立金 １０億７,９５１万円（H24　１０億７,８２９万円) 　１２２万円増　対前年度　０.１％増

　・合併特例措置逓減対策準備基金積立金　５億　３８万円（H24　５億　　２５万円）　１３万円増

　・地域振興基金積立金　５億　６５万円（H24　５億　５６万円）　９万円増

　・過疎地域振興基金積立金　７,４７５万円（H24　７,３０３万円）　１７２万円増

　・奨学基金積立金　２３２万円（H24　２９６万円）　△６４万円

(4) ４３億６,７０７万円（H24　４２億１,５９５万円）　１億５,１１２万円

対前年度　３.６％増

　・障害福祉ｻｰﾋﾞｽ給付費等　１２億８,３２３万円（H24　１０億９,４２６万円）

対前年度　１７．３％増　１億８,８９７万円増

　・子ども医療給付費　１億６,４５５万円（H24　１億４,０８５万円）　

対前年度　１６.８％増　２,３７０万円増

　・児童手当給付費　９億３万円（H24　９億８,８４８万円）

対前年度　△８.９％　△８,８４５万円

　・予防接種費用給付費　５,１７１万円（H24　７,２６６万円）

対前年度　△２８.８％　△２,０９５万円

(5) ２億８,２６２万円（H24　２億５,４６４万円）　２,７９８万円増

対前年度　１１.０％増

　・除雪事業　９,９５６万円（H24　９,０１１万円）　９４５万円増

　・各教育施設修繕　２,５４０万円（H24　２,０２７万円）　５１３万円増

　・各衛生センター施設修繕　１,０４０万円（H24　７３０万円）　３１０万円増

(6) ３６億７,３２２万円（H24　３５億８,６３９万円）　８,６８３万円増

対前年度　２.４％増

　・京都府後期高齢者医療広域連合負担金　７億２,８９９万円（H24　６億８,８９６万円）

対前年度　５.８％　４,００３万円増

　・公共下水道事業特別会計繰出金　８億３,５００円（H24　８億円）

対前年度　４.４％　３,５００万円増

　・集落排水事業特別会計繰出金　２億円（H24　１億８,３３０万円）

対前年度　９.１％　１,６７０万円増

(7) ４９億２,０５９万円（H24　５４億４,５５８万円）　△５億２,４９９万円

対前年度　△２.５％　　 〔地方財政計画　０.２％増 〕

　・住民参加型市場公募債満期一括償還　0万円（H24　3億円）　△３億円　皆減

　・市債元金償還　４３億９,３９１万円（H24　４５億６,８５７万円）　△１億７,４６６万円

　　基金での財源確保

○ （H24   ５億５,０００万円　）

○ （H24   ３億円　）

○ （H24 　1億９,８０３万円　　）

（H24　 １０億４,８０３万円　　）

※財政調整基金は予算編成時において、未確定歳入の代替財源等として計上、年度内で復元努力

※減債基金は、住民参加型市場公募債の一括償還財源としてＨ24年度に同額を取り崩し

繰 出 金

９億８,４０６万円　計

その他特定目的基金の取り崩し

扶 助 費

３億３,４０６万円　

財 政 調 整 基 金 の 取 り 崩 し

維 持 補 修 費

減 債 基 金 の 取 り 崩 し ０円　

公 債 費

６億５,０００万円　

5



住民１人当たりの基金額（一般会計）　10.3万円（H24　10.2万円、H23　10.0万円、H22　8.6万円）

※平成25年1月末現在の住基人口（59,955人）で比較

※決算済年度については、年度末人口で算出

　　財政調整基金◆（関連）財政調整基金の状況

住民１人当たりの財政調整基金額（一般会計）　1.2万円（H24　2.3万円、H23　3.1万円、H22　3.3万円）

※平成25年1月末現在の住基人口（59,955人）で比較

※決算済年度については、年度末人口で算出

　一般会計の基金現在高は、平成２５年度末で６２億円（見込み）としており、平成２４年度末基金現在
高（見込み）と比べ９,５４５万円（１.５％）増。
　しかしながら、合併特例措置の逓減・廃止に備えるために設置した“合併特例措置逓減対策準備基
金”（Ｈ22～）の残高を除くと４２億４２２万円（見込み）となり、平成２４年度末と比較し４億４９２万円、８.
８％の減少。
　　※合併特例措置逓減対策準備基金は、急激な歳出削減の抑制に活用予定

　当初予算編成において、年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てた財政調整基金を、未
確定な財源に代えて繰入金として一定額計上している。なお、当初予算編成時には基金現在高が一時
的に低くなるが、年度中に復元努力を行う。

　基金現在高全体は約0.9億円増加　（京丹後市発足時比較 約34.4億円増加）
　　  ただし、合併特例措置逓減対策準備基金を除いた基金現在高は対前年度約４.１億円の減少

※15年度の当初繰入金については、合併前のため表示していない。
※24年度及び25年度の年度末現在高については、年度末見込みの数値である。

（合併時）

基金現在高の推移
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※18年度末の一時的増加については、蒲井・旭地域振興基金（4.7億円）によるもの。

残 高 維 持
億円

財政調整基金の推移
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年度末現在高

億円

（合併時）〈合併時〉
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　　市債現在高は対前年度約０.７億円増加　 (京丹後市発足時との比較では約48.7億円減少)

⇒　後年度の財政負担を考慮し、発行市債の精査、繰上償還の検討により市債残高を抑制

住民１人当たりの市債額（一般会計）　69.9万円（H24　69.8万円、H23　68.5万円、H22　68.9万円）

※平成25年1月末現在の住基人口（59,955人）で比較

※決算済年度については、年度末人口で算出

　　 投資的経費の動向

２５年度投資的経費（一般会計） ３９.４億円

＜対前年度　１１.８億円、４２.６％＞　〔地財対策　△３.１％（実質）〕

２４年度繰越分の投資的経費 １０.７億円

実質的な投資的経費 → 　合計　　５０.１億円

⇒

　一般会計の市債現在高は、平成２５年度末で４１９億２,２２５万円と見込んでおり、平成２４年度末市
債現在高見込みと比較し、６,７５９万円（０.２％）増となる。
　　　※京丹後市合併時に比べ約４８.７億円の減少

　平成２５年度当初予算以外の投資的経費として、国の補正予算により平成２４年度３
月補正で計上する京丹後農業経営実践型学舎推進事業や小学校再配置施設整備事
業、また、保育所統合事業、道路改良事業など多額の事業を平成２５年度に繰り越す
ため、平成２５年度中に実施する実質的な投資的経費は５０.１億円となる。

（国の補正予算前倒し関連分　5.5億円、その他事業繰越等分　5.2億円）

市債現在高の推移
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投　資　的　経　費　の　動　向
（ 当 初 予 算 比 較 ）
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※16年度は打切決算に伴う旧町繰越分は除く、
　 20年度、24年度は骨格型予算

＜Ｈ24年度からの繰越事業＞
　・国の補正予算前倒し関連分　5.5億円
　・その他事業繰越等分　5.2億円

計　５０.１億円
投資的経費を確保

※20年度末から22年度末への増加は、ブロードバンドネットワークや統合保育所など大型事業実施によるもの。
※24年度末見込の増加は、学校・保育所の耐震化・再配置など大型事業実施によるもの。
※24年度末見込は、Ｈ25年度への繰越事業の借入予定分6.4億円を含んでいるため、Ｈ24決算時には412.1億円と見込んでいる。
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